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医療法人Ａでケアマネージャーとして働
いていたＸは、あるミスをきっかけに上司
Ｙから執拗な叱責を受けるようになった。
長いときには数時間にも及ぶ叱責を受けた
り、始末書の書き直しを何度も命じられた
りするようなことがあった。
Ｙからの叱責が始まって以降、Ｘは不眠
や頭痛などの症状が現れるようになり、精
神科医の診察を受けたところうつ病や重度
ストレス障害などと診断された。
Ｘは医療法人Ａからの退職を余儀なく
され、その後程なくして行方が分からなく
なった。警察などによる捜索の結果、Ｘは
自ら命を絶った姿で発見された。

Ｘの家族は、Ｘの自殺は上司Ｙからのパ
ワハラにより精神障害を発病したのが原因
であるとして管轄労基署に労災認定の申請
をした。しかし労基署は、「上司Ｙからの
叱責は執拗とまでは認められない」として
業務外とする決定を下した。
労基署の決定を不服とするＸの家族は、
管轄労働局に対してそれを取り消すための
審査請求を行った。その後、精神障害の労
災認定基準が改正され、「業務による心理
的負荷評価表」にパワハラが追加されると、
労働局は労基署の決定を取り消すことを決
めた。労働局の決定を受け、労基署はＸの
精神障害と自殺を業務上と認定した。

労働者がうつ病や重度ストレス障害など
の精神障害を発病した際、それが業務上災
害として労災認定できるか否かを判断する
に当たっては、「心理的負荷による精神障
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害の認定基準」が用いられる。
この認定基準では、精神障害を発病する
前おおむね６カ月間に起きた業務上の出来
事について、強い心理的負荷が認められれ
ば認定要件の一つを満たすとされている。
裏を返せば、心理的負荷が弱い、もしくは
中程度と評価されれば労災認定されないと
いうことである。
認定基準に基づき心理的負荷を評価する
際に用いられるのが「業務による心理的負
荷評価表」である。評価表の各項目には心
理的負荷を総合評価するに当たっての視点
（「指導・叱責等の言動に至る経緯や状況」
「反復・継続など執拗性の状況」など）が
定められており、この視点に基づいて心理
的負荷の強度が評価される。
令和2年6月からは改正後の評価表を用
いることとなっているが、Ｘの精神障害に
係る業務上外の判断において、管轄労基署
が用いたのが改正前の評価表であった。そ
のため上司ＹのＸに対する一連の言動は旧
項目29「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又
は暴行を受けた」に当てはめて判断される
こととなり、その叱責が執拗とまでは認め
られなかったことから心理的負荷の総合評
価が「強」とならなかった。
一方で、改正後の新評価表では、新項目
29として「上司等から、身体的攻撃、精神
的攻撃等のパワーハラスメントを受けた」
が追加された。これにより、Ｘの心理的負
荷の強度が新たな基準に基づいて評価し直
されることとなった。
新項目29では、心理的負荷の総合評価
の視点として「就業環境を害する程度」「会
社の対応の有無及び内容、改善の状況」が
追加されている。
このため、心理的負荷としては中程度の
精神的攻撃などを受けた場合であっても、

会社に相談したにも関わらず適切な対応が
なく改善されなかったような状況であれ
ば、心理的負荷の強度が「強」と評価され
るようになった。
本事例では、評価表の改正後、即座に管
轄労働局が労基署の不支給決定取り消しを
決めた。これだけ早い決定を下すことがで
きたのは、上司Ｙからの𠮟責が執拗であっ
たか否かという判断が難しい部分に手を付
けなくとも、それ以外の事由によって心理
的負荷の総合評価を「強」とすることがで
きたからだと推測される。
おそらく、労基署は医療法人ＡがＸか
らの相談に対して適切に応じていなかった
事実を当初から把握していたものと思われ
る。旧評価表では特に影響しない事実だっ
たが、新評価表では心理的負荷の評価を左
右する重要な要素の一つへと変わった。本
件のように審査請求や再審査請求後に認定
基準が改正された場合、不支給決定が遡っ
て取り消されることがあるので注意してお
きたい。本年4月からは中小企業にもパワ
ハラ防止措置が義務化された。企業の規模
にかかわらず、パワハラ防止措置に対し早
急に取り組むことが必要である。
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